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GNSS 端末機能等の比較について
—携帯電話に代わる児童の見守り機器普及のために—

帝京大学教職センター・教育学部　松　波　紀　幸

１．はじめに

　筆者はこれまでに、児童の登下校時等におけ
る位置情報、安否確認のために携帯電話に代
わって、GNSS（Global Navigation Satellite 
System/全球測位衛星システム）端末を所持さ
せることを選択肢の一つとして提案しているⅰ。
我が国では一般的に、幼児が幼稚園や保育所に
通園する際には保護者同伴が原則であるが小学
校に進学した段階で、児童のみで登校する。し
かし、児童の保護者は誘拐をはじめとした犯罪
や災害時における我が子の安否について、不安
を抱くことも少なくないⅱ。この不安を解消さ
せようと、保護者が我が子に携帯電話を所持さ
せたいと願うことⅲについては、一定の理解が

できる。しかし、誘拐であれば携帯電話を取り
上げられる可能性もあり、大規模災害時には一
般電話の90%以上が通信制限されるⅳ。また、
携帯電話は保護者にとって一般的であるもの
の、これを児童らに所持させた際には、SNSに
関わるトラブルに巻き込まれる可能性もある。
例えば、東京都都民安全推進本部（2020）［1］

によれば、「SNSを通じて知らない人とやり取
りをしたこと」のある小学生は低学年30.3%、
高学年26.8%であることやⅴ、スマートフォン
を利用する中で、何等かのトラブルに巻き込ま
れた低学年40.3%、高学年27.6%の存在が保護
者回答により明らかとなっているⅵ。確かに、
こうしたトラブルを回避するために、家庭や学
校において、児童らが携帯電話を利用する際の
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ルールや留意点を指導することは必要であろ
う。しかしながら、生活経験が必ずしも十分で
ない小学生にその利用方法やメリット、デメ
リットを理解させるには時間がかかる。例えば、
前述のトラブルに巻き込まれたケースを中学
生、高校生の保護者に確認するとそれぞれ
17.4%、14.1%となる。すなわち、学校段階が
上がるごとにトラブルも減少していくと考えら
れる。そこで、各家庭において、我が子に携帯
電を所持させることが十分可能であると判断さ
れるまでの過渡期において、携帯電話の代替え
としてGNSS端末を選択することが考えられる。
　しかし、GNSS端末は携帯電話と比較して、
管見保護者におけるその認知度は低い。また、
自治体独自でGNSS端末を導入する例ⅶも見ら
れるが、その財政力に依拠するため、多くの自
治体では期待できない。そこで、保護者自らが
GNSS端末について調査等を行い、比較検討の
上購入する必要がある。一方、一個人で情報を
取捨選択、整理するには困難な面も予想される。

２．目的

　以上により、本稿では児童の見守りにおける
携帯電話の代替えとして、GNSS端末を保護者
が選択する際の判断基準となる基礎資料作りを
行うことを目的とする。また、現行のGNSS端
末の一部機能（ジオフェンス）の設定可能範囲
について、その適正値の検討及び提言を行うこ
とを目的とする。

３．方法

　2019年6月20日に第10回教育総合展EDIX 
東京にて展示のあった2社（A,B社）を選定した。
その後、比較検討のために、筆者がwebにより
情報収集する中で、児童等の見守りを目的とし
たGNSS端末を3社（C,D,E）選定し、合計5社
の製品を比較検討することとした。なお、2020
年3月にC社が第2世代をリリースしたことから、

C社第1世代の情報はwebによる情報収集に留
め、実機検証は第2世代のみとした。また、B
社は第1世代を2020年4月に、第2世代を2021
年1月にそれぞれリリースしたが、いずれもリ
リース前のテスト機を借用して本稿では検証に
利用することとした。

3.1　web調査について
　各社が公表しているweb情報を中心に、通信
方式や測位方式等について調査しまとめること
とした。なお、web等で調査しきれない点につ
いては、可能な範囲で販売元に問い合わせ等を
行い、情報を補うこととした。また、端末リリー
ス時期の違いもあったため、調査は以下のとお
り2期に分けて実施し、情報を更新した。
　第一次　2019年12月から2020年1月
　第二次　2021年1月20日

3.2　GNSS端末で取得可能な位置情報について
　後述表1のとおり、測位方式に違いがあるこ
とから、全ての実機をひとまとめにして稼働さ
せ、取得できる位置情報の違いについて比較す
ることとした。

3.3　GNSS端末バッテリー稼働時間について
　後述表1のとおり、各社公表の基準が様々で
あることから、全ての実機をひとまとめにして
稼働させ、どの程度の時間バッテリー稼働する
か検証することとした。

3.4　ジオフェンスⅷ設定範囲の適正値について
　ジオフェンスを設定する際に、後述表1のと
おり、その範囲が固定されている場合と、一定
の幅で選択できる端末がある。例えば、学校の
出入りを保護者がジオフェンスにて設定し把握
する際に、学校の敷地面積には幅があると考え
られる。よって、都内公立小学校の敷地面積に
ついて全数調査し、適正値について検討するこ
ととした。
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４．結果

4.1　web調査について
　各社がweb上に公開する情報について表1の
とおり整理した。

（1）費用についてはD社、E社が2年間の通信
費及び端末料金込みの価格を提示しているこ
と、さらには両社とも3年目以降の通信費につ
いて示していることから各社比較しやすいよう
に2年合計、3年合計で費用を算出した。また、
各端末ともにリチウムイオン電池を採用してい
る。リチウムイオン電池はその寿命が充放電を
500回以上繰り返すことで短くなるとされてい
るⅸ。よって、費用を比較する際には2年間ま
たは3年間を比較の目安にすることが妥当と考
えた。なお、A社はバッテリーの交換について
ユーザー側ではできないものの、企業側でス
トックする使用済み端末についてバッテリーを
入れ替えたリフレッシュ品を提供することが可
能としている。

（2）通信方式については、3G（2G）ⅹとLPWAⅺ

の利用に大別された。
　3Gはdocomoの場合2026年3月で停波が決
まっているⅻ。
　LPWAはさらにNB-IoT とLTE-Mがある。
いずれも、Low Power 、すなわち消費電力が
少ない。この二者をさらに厳密に見れば、根本 

（2019）［2］によるとNB-IoTは通信速度が遅い分、
消費電力や端末の製造コストは小さくなるはず
だと述べている。これにより、B社はNB-IoT 
を採用することで、5社の中で最軽量�の20gを
実現させた。特に、幼児などには端末の大きさ
や重量により活動の妨げとなる可能性もあるこ
とから軽量化した端末は特に幼児に向いている
と考えられる。一方で、NB-IoT は移動時の通
信には不向きであるとされている�。よって、
各社実機で後述のとおり検証することとした。

（3）測位方式については、いずれの端末も
GNSSのうちGPSを採用している。また、その
情報を補完するために Wi-Fi を用いている。

Wi-Fiで位置情報が特定できる理由は、例えば
白木（2018）［2］が「GoogleやAppleといった
プラットフォーマーが、Wi-Fi機器固有のMAC
アドレスと位置情報がひも付けられたデータ
ベースを構築しており、それを参照できるから」
と説明している�。このほか、次いで多い測位
方式に携帯基地局の利用がある。また、端末に
よってはGNSSにQZSS（みちびき）や他国の
衛星測位システムを採用することで、位置情報
の補完を実施している場合がある。

（4）キャリア及び通信可能エリアについて
　今回調査した 5 社は非公開の D 社を除き、
docomoまたはSoftbankの回線を利用している。
よって、通信可能エリアはそれぞれのキャリア
に依拠すると判断される。

（5）重量については、電池容量との関係を分析
したところ、相関関係が認められた。 （r=0.785、 
p＜0.05、ES: d=0.7071、1-β=0.7635）。

（6）防塵・防水については、A社のみ防塵につ
いて耐性を省略表記している。また、他社は最
大値の防塵6級または防塵5級ⅹⅵとしている。
防水については、4級、5級、7級ⅹⅶの違いが見
られた。

（7）ジオフェンスについては、ジオフェンスの
設定範囲がD社のみ固定であった。

（8）現在地検索は、B社（第一世代）、E社が採
用していた。

（9）充電頻度については、各社比較基準が異な
るため、後述のとおり実機で検証する。

（10）行動履歴確認が可能な期間は、24時間か
ら90日間であった。
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表 1　調査対象機種について

A社 B社
（第1世代）

B社
（第2世代）

C社
（第1世代）

C社
（第2世代） D社 E社

端末（税込） ¥8,580 ¥2,980 ¥5,980 
※1  

¥5,280 
※2 ¥5,280 

月額等（税込） ¥748
※3 

月額¥528 
年額¥5,500 ¥528 

2年合計（税込） ¥25,784 ¥13,980 
※4

¥16,760 
※5 ¥17,952 ¥16,368 ¥13,200 

3年合計（税込） ¥34,760 ¥19,480 
※4

¥22,260 
※5 ¥24,288 ¥21,368 ¥18,480 

充電時間 2時間〜
3時間

2時間〜
3時間 約3時間 2時間〜

3時間
3時間〜
4時間 約2時間 1.5 時間

充電端子 Micro-B Micro-B 
※6 Micro-B Micro-B Type-C Micro-B Micro-B

通信方式 ※5 3G NB-IoT LTE−M 3G LTE−M 2G 3G LTE − M

測
位
方
式

Wi-Fi 〇 〇 〇 〇 〇
携帯基地局 〇 〇 〇 〇

GN
SS

GPS（米） 〇 〇 〇 〇 〇
QZSS

（みちびき）（日） 〇 〇 〇

GLONASS
（露） 非公開 〇

BeiDou（中） 非公開 〇
Galileo（欧） 非公開 〇

キャリア docomo SoftBank docomo ※非公開
（eSIM） SoftBank

通信可能エリア

FOMA
エリア/
FOMA
プラス
エリア

SoftBank LTE
通信エリア　　

FOMA
エリア/
FOMA
プラス
エリア

ドコモ
LTE

エリア
※非公開

SoftBank 
4G LTE
エリア

国外 × × × 〇79の国 ×

重量 55g 20g 36g 46g 35g　
※実測 約 34g

大きさ 54×
20mm

直径41×
高さ14mm

45×45×
15mm

50 × 50 
× 19 [mm]

50 × 50 
× 18 [mm]

45 mm× 
45 mm× 
18.5mm

47×47×
15.5mm

防塵・防水 IPX4 IP65 IP55 IP65 IP67 

使
用
環
境

温度
開発時

－10℃～
60℃

5℃～ 35℃ －10℃～
50℃ 5℃〜35℃ 0℃～ 40℃ 0℃～ 35℃

湿度 85% 20%〜80% 5％～ 95％

保証期間 購入日よ
り1年間 購入日より1年間 購入日より1年間

購入日より
1年間（延
長プラン

有）

購入日より
1 年間
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ジオフェンスの
範囲

半径100ｍ
～ 1km 半径100ｍ～ 1km 半径100 ～ 300ｍ 半径100ｍ 半径100ｍ

～ 1km
現在地検索 × 〇 × × × 〇

PC
×　※別
途法人向

け有
×※別途法人向け有 × × ×

追尾間隔
1 ～ 2分、
3 ～ 5分、
電源OFF

2分、5分、
OFF

1〜2分、
3〜4分、

OFF

1 ～ 2分、
3分

1 ～ 2分、
3分、OFF 3分

3 分、5 分、
10 分、30 分、

OFF
乗物移動検知 〇 × × 〇 ×

充電頻度

5 日 程 度
（1-2 分 間
隔）
登 下 校、
1-2 日 程
度（1-2分
間隔）遠
足

2 ～ 4 日 間
（2分間隔）
3 ～ 5 日 間

（3分間隔）
4 ～ 6 日 間

（OFF）
※平日のみ
1 日 2 時 間
稼働での実
測値

1 ～ 2 週 間
（1-2分間隔）
2 週 間 ～ 1
か 月（3-4
分間隔）
1 ～ 2 か 月

（OFF）
※平日のみ
1 日 2 時 間
稼働での実
測値

目安 3 ～ 7
日（約 3分
間隔で現在
地を更新）、
目安 1 ～ 4
日（ 1 ～ 2
分間隔で現
在 地 を 更
新）

1、2 週 間
（1.5 分 間
隔）
 2-4週間（3
分間隔）

約 10 時 間
（3分間隔）

いまどこ検
索を ON に 
し た 場 合、
約 4 日 間 

【初期設定】
いまどこ検
索をOFFに
し た 場 合、
約 7 日間
※ 現 在 地
の更新間隔
を5分ごと、
その他の通
知設定 OFF
にした場合
の数値

行動履歴確認 3 ヶ月 90日間 1週間 24時間 3 日間
電池容量 1,300mA 350mAh 非公開  800mAh 1,400mAh   800mAh 397mAh

迷子防止機能 〇 〇 × × × 〇
見守り可能台数 　 5台まで 　 無制限 無制限 4 台まで

見守り可能人数 8名 5名（管理者1名、
サブ4名） 　 無制限 無制限

4 名（管理
者 1 名、

サブ 3 名）

販売開始 2018年
7月 2020年4月 2021年1月 2017年4月 2020年3月 2019年9月 2020 年

3 月
※1	� 第二次調査時において、B社後継機（第2世代）は先着2万台無償提供キャンペーンを実施していた（2021

年1月20日（水）〜2021年3月31日（水））。しかしながら、上表では端末の正規の価格を記載している。
※2	� 第一次、第二次調査の間においてC社は2020年4月6日〜6月末日までの間、最大5万台について第一世

代の端末無償キャンペーンを実施していた 。しかしながら、上表では端末の正規の価格を記載している。
※3	� A社端末は、初月利用料が無料であるため（2021.1.20現在）、2年合計、3年合計から1か月分の利用料

金を差し引いて計算している。
※4	 年払いによる計算
※5	� 購入後2か月間の通信利用料が無料である。よって、初年度は10か月分の月額利用料で計算し、2年目

以降は年額利用料にて計算した。
※6	 専用充電ドックが別途用意されている。
※7	� 表中の通信方式について、各社記載方法に差異が見られた。例えば、3Gは、W-CDMAまでシステム名

を記載する端末もあったが、表記を統一するために、3Gのみの表記とした。また、D社の2Gのシステ
ム名はGSMとされていた。
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4.2　GNSS端末で取得可能な位置情報につい
て

（1）NB-IoT高速移動時の位置情報取得状況の
検証ならびに、3G、NB-IoT、LTE-Mの位置情
報取得状況の比較
　筆者は2020年3月にGNSS端末の位置情報取
得状況検証のため、3種の通信方式端末を自動
車に乗せ稼働させた。ここでは、中央自動車道
を都心部から富士吉田方面に移動させた。まず、
B社第1世代の通信方式はNB-IoTであることか
ら前述のとおり高速移動に不向きとされるが、
この点について確認した。結果、図1のように
位置情報を定期的に取得した。

図１　NB-IoTによる高速移動時の位置情報取得
　　　状況1

　また、同日の検証では、富士スバルライン4
合目 大沢駐車場まで移動し位置情報の取得を
試みた。その結果、B社第1世代（NB-IoT）は
図2のとおり位置情報を取得しなかった。この
ほか、E社　（LTE-M）、A社（3G）はそれぞれ
図3、図4のとおり取得状況に違いがあるもの
の位置情報を取得した。なお、この時、富士ス
バルライン4合目付近で位置情報を一番正確に

とらえていたのは、A社（3G）であった。

図２　 B社　NB-IoT　四合目

 

図３　E社　LTE-M （四合目及び周辺）

 

図４　A社　3G （四合目及び周辺）

（2）NB-IoTの他地域での高速移動時の位置情
報取得状況、並びに山間部での取得状況
　4.1（1）のとおり、高速移動時においても位
置情報を取得できたことから、他地域でも検証
を実施した。2020年11月に都心部から千葉県
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大多喜町の養老渓谷に向けて東京湾アクアライ
ンを自動車にて移動した結果、図5のとおりで
あった。また、養老渓谷付近では取得した位置
情報と実際に徒歩で移動した経路を図6にまと
めた。ここでは、およそ1.5時間滞在したが、
位置情報を取得できたのは3回（図6中●印）
であり、周囲を山で囲まれていたためか、位置
情報を取得することが難しい状況であったと推
察される。

 

図５　NB-IoTによる高速移動時の位置情報取得
　　　状況2

図６　山間部におけるNB-IoTによる位置情報
　　　取得状況

③NB-IoTとLTE-Mの比較
　LPWAについて、B社が第1世代ではNB-IoT 
を第2世代ではLTE-Mを通信方式として採用
していた。よって、通信方式の違いによる位置
情報取得状況を比較するには、他社製品と比較
するよりも販売元が統一されることで、条件制
御が必然的に行われると判断し、B社第1世代、
第2世代を比較することとした。なお、さらな
る比較対象として前述の4.2（1）のとおり位置
情報取得状況が良好であったA社（3G）も使用
した。
　2020年12月に検証した結果は図7のとおり
である。これにより、NB-IoT は4.2（1）のよ
うな定期的な位置情報取得には至らず異なる結
果が出たことから、高速移動には必ずしも向い
ていないことが確認された。一方で、図7（中央）
のようにLTE-Mの場合は高速移動においても
十分に位置情報を取得できていることが確認さ
れた。
　また、「市原ぞうの国」の敷地内にて徒歩で
位置情報の取得状況を確認したところ、NB-IoT
が 9 打点、LTE-M が 23 打点、3G が 110 打点、
それぞれのアプリ上で確認できた。なお、この
打点数の違いについて、B社に確認したところ、
取得した位置情報をすべて表示させることが
ユーザーにとって必ずしも利便性が高いとは言
えない。また、明らかに外れた位置情報などは
意図的に表示させないなど、開発段階であるこ
とからユーザーにより良い形で情報を提供する
ために調整を実施しているとの回答であった。

図７　NB-IoTとLTE-Mならびに3Gの位置情報
　　　取得状況比較
※�左B社第1世代（NB-IoT）、中央B社第2世

代（LTE-M） 、右A社（3G）を表す
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※�本検証時は、東京湾アクアライン上の海ほた
るサービスエリアから端末を稼働させた。

4.3　GNSS端末バッテリー稼働時間について
　各社が公表するバッテリー稼働時間につい
て、その基準が様々であることから、筆者が実
機を用いて検証することとした。検証は、2020
年12月いずれの端末もフル充電した状態で、
稼働開始した。また、本検証にあたっては、表
2のとおり初日の稼働時間が特に長く、日によっ
ては全く稼働させていない日もあることから、
表中の「位置情報取得可能期間」はあくまで参
考値に過ぎない。また、「位置情報取得可能期間」
は、各端末が最終的に位置情報を取得した日時
と「計測開始日時」の差であり、実稼働時間と

はならない。このほか、各端末ともに、表1の
とおり電池容量、通信方式が異なることも影響
すると考えられ、更新頻度設定にも違いがある。
またさらに、本稿検証はいずれも新型コロナウ
イルス感染拡大防止について最大限留意しなが
ら実施してきたが、稼働時間検証時期は、東京
都において新型コロナウイルス感染者数が増加
している時期であり、12月31日には初めて1,000
人を超えたⅹⅸ。よって、屋外における稼働時間
検証が必ずしも十分にできないことから表2を
12月31日まででまとめた。そこで、追加検証
については、時期を改めて実施することとした。
以上、これら断りの上で、実稼働時間の最大値
は48時間43分以上であった。
 

表2　実機を用いたバッテリー稼働時間の検証結果

　 A社 B社
（第1世代）

B社
（第2世代）

C社
（第2世代） D社 E社

実稼働
時間

計測開始日時 2020年12月20日　9：00 ～
バッテリー
切れ日時

2020/12/27 
3：35

2020/12/21 
15：31

2020年
12月末以上

2020/12/21 
16：07

12/21
不明

位置情報取得
可能期間

7日と
18.5時間

1日と
6.5時間 12日以上 12日以上 1日と7時間 1日

更新頻度 2分 2分 1-2分 1-2分 3分 3分 　
12月20日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 13：21
12月21日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 3：28
12月22日 〇 　 〇 〇 　 　 3：18
12月23日 〇 　 〇 〇 　 　 3：07
12月24日 〇 　 〇 〇 　 　 6：14
12月25日 〇 　 〇 〇 　 　 9：15
12月26日 〇 　 〇 〇 　 　 4：00
12月27日 〇 　 〇 〇 　 　 0：00
12月28日 　 　 〇 〇 　 　 4：13
12月29日 　 　 〇 〇 　 　 0：00
12月30日 　 　 〇 〇 　 　 0：50
12月31日 　 　 〇 〇 　 　 0：57

※表中の「〇」はバッテリー稼働した日を表す。
※�実稼働時間は、各日の目的地で休止している時間帯は可能な限り削除して算出している。また、稼働時間

を判断する際に、B社の移動履歴を用いて計算した。
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4.4　ジオフェンス設定範囲の適正値について
　GNSS端末のジオフェンスは、保護者等が例
えば児童が通う学校の敷地に仮想的なフェンス
を設け、その出入りを位置情報に基づき保護者
のスマートフォン等に通知するものである。筆
者はこれまでの経験上学校の敷地の広さには違
いがあることを知っているが、このことについ
て都内公立小学校全ての敷地面積について調査
し確認した。これにより、ジオフェンスの設定
可能範囲が適正かどうかについて検討すること
とした。
　そこで、まず東京都公立学校一覧を東京都教
育委員会のwebⅹⅹ  から入手し、都内の公立小学
校一覧を準備した。次に、小学校の設置者は各
市区町村であることから、各市区町村のwebを
中心に、敷地面積の情報を取得した。調査は、
2019年11月18日から11月26日を中心に実施
した。なお、webで公開していない自治体につ
いては電話にて問い合わせを実施することで、
各自治体の協力のもと、情報を入手した。各自
治体の回答としては、台帳を見ながら口頭にて
回答や、電子データをメールで回答、国分寺教
育委員会のように担当者が紙ベースの資料をス
キャンの上メール添付にて回答など丁寧に協力
いただいた。なお、利島村については、webで
情報公開していないことから、2019年11月26
日に同島教育委員会に電話にて情報の公開を依
頼したところ、担当者は東京都に調査回答して
いるので、都に確認すべきと協力が得られな
かった。次に、このことについて東京都や文部
科学省に確認したところ、確かに調査は実施し
ているものの、補助金を申請する目的で調査し
ていることから学校ごとのデータについては、
設置者から情報を取得するのがよいことが再確
認された。そこで、利島村は小中一貫校である
こと、敷地面積は中学校で計上されていること、
さらには東京都が「東京都における小中学校施
設現状」ⅹⅺ を毎年5月1日にとりまとめ、年度
末までに発刊していることからこれを参照し、
情報を取得、補完することとした。

　ここで、調査の過程で明らかとなったことは、
学校によっては、土地の所有者が混在している
ケースがあることであった。例えば、練馬区の
元校長A氏によれば、自身が管理していた学校
は敷地に国有地を含む場合があり、その場合は
区に回答する際に、国有地を除外した値を用い
ていたとのことであった。よって、本調査では
あくまで敷地全体を把握する必要があることか
ら、国有地や私有地なども含めて整理すること
とした。
　結果、東京都内の公立小学校1,271校の敷地
面積を整理したところ表3のようになった。

表3　都内公立小学校の敷地面積について

敷地面積
（㎡） 一辺（ｍ） 半径（m）

平均 10875.08 104.28 73.74 
中央値 10198.35 100.99 71.41 
最大値 33,514 183.07 129.45 
最小値 2,810 53.01 37.48 

※�表中の1辺は、敷地が正方形と仮定した際の
1辺の長さを、さらに半径はその正方形が内
接する円を描いた際の円の半径を筆者が計算
により求め、小数第3位を四捨五入したもの
を表す。

※�敷地面積の平均値、中央値は筆者が計算によ
り求め、小数第1位を四捨五入した。

５．まとめ

　以上により、まず費用については今回調査し
た5社について、2年間で最小値13,200円、最
大値25,784円とおよそ2倍の差が見られる。し
かしながら、各社のGNSS端末の仕様がそれぞ
れ異なることから、保護者が必要とする機能を
判断した上で、最終的に価格を参照するのがよ
いと考える。
　次に、通信方式については、当面の間はその
精度から3Gを選択することも可能であるし、
電力消費量の少ないLTE-Mを選択することも
考 え ら れ る。 な お、3G を 選 択 し た 際 に は、
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LTE-Mと同様の稼働時間を期待する場合には、
消費電力の関係からバッテリーの容量が必然的
に大きくなろう。また、3G端末とLTE-M端末
の電池容量を統一した際には、当然LPWAで
あるLTE-Mの稼働時間が長くなると期待され
る。現在、学校は土曜公開などもあることから、
最低限、週5日は充電無く稼働することが望ま
れる。よつて、保護者はその使用に耐えうる端
末を選択したい。また、通信可能エリアについ
ても、児童が使用するエリアと比較する中で選
択するとよい。測位方式については、GPSを補
うために、どの程度複数の測位方式を持ってい
る必要があるか、前述の調査結果の図等も参照
する中で判断したい（なお、公表されたデータ
のみでまとめているため、全ての測位方式が公
開されていない場合もある）。このほか、防水・
防塵については各社一定の基準を満たすが、す
べての端末が必ずしも水に浸して影響が無いと
は限らないため、ランドセルにつける際には、
風雨に晒されないような利用方法を検討してお
くとよいかもしれない。なお、ジオフェンスの
範囲については、例えば学校をその範囲として
セットする際には、都内公立小学校の敷地面積
を見た際に、最大値の学校は最小値の11.9倍の
敷地面積をもつ。表3は敷地が正方形と仮定し
た際の半径について表記したが、少なくとも
100ｍから〇ｍとその範囲を変更できる機能が
備わっていることが望ましいと判断される。な
お、より厳密に範囲設定をすることを考えると、
半径50ｍ程度から範囲設定可能な仕様がある
とよい。この点については、B社が法人管理コ
ンソールにて、半径20 ～ 300ｍの設定を100
か所既に可能にしており、注目に値する。
　このほか、電池容量や通信方式との兼ね合い
でバッテリーの持ち時間が異なるが、位置情報
の更新頻度を抑えることでバッテリーを長持ち
させることが考えられる。この時に、「現在地
検索」を併用すれば、保護者等が必要な時に位
置情報を取得することもできることから、選択
肢の一つとして検討することも考えられる。な

お、行動履歴の確認可能期間が著しく短い場合
には、保護者が子の行動履歴を確認しようとし
た際には、履歴が見られないという不都合も生
じる。よって、その利用方法によって選択した
い。迷子防止機能については、Bluetoothを使
用するため、保護者のスマートフォン等のバッ
テリー消費にも繋がる。しかし、特に幼児など
の場合、公園などで一瞬、目を離した際に見失
うこともあることから、年齢が低い場合には、
選択肢として検討したい。
　このほか、A社及びB社が法人向けではある
が、PCでの利用が可能となる。例えば、学校
や自治体単位等で導入ができれば、犯罪等の抑
止力になるだけでなく、保護者からの問い合わ
せにより、児童を探す学校にとっても大きな戦
力になりうる機能である。学校における行事等
においても、グループ毎に端末を1台ずつ持た
せることで、安価で安心してグループ活動を行
わせるための補助的な役割が期待できる。また
さらに、B社法人コンソールでは、登録のある
GNSS端末から最後に取得した位置情報をCSV
ファイルでダウンロード可能とあるⅹⅹⅱ 。これ
により、大規模災害時などで通信制限がかかる
前に利用することで、例えば学校であれば、児
童らの最後の所在地を確認することができ、安
否確認の一助になると考えられる。
　最後に、保護者にあっては我が子に所持させ
るデバイスとして、GNSS端末からやがて携帯
電話に移行する時期が来ると考えられる。冒頭
の東京都都民安全推進本部（2020）には、「一
部のSNSに、利用規約上、年齢制限 があること」
を知らない低学年保護者58.0%、高学年保護者
57.2%が存在する。」とある。またさらに、「小
学生の約1割は年齢制限のあるSNSを使用して
いる」 とされる。よって、保護者自身もSNSに
対する認識をより一層高め、児童らが不要なト
ラブルに巻き込まれぬよう留意する必要があろ
う。
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E4%BD%8D%E7%BD%AE%E6%83%85%E5
%A0%B1%E3%82%B5%E3%83%BC%E3%83
%93%E3%82%B9%E3%81%8B%E3%82%89%
E3%82%AA%E3%83%97%E3%83%88%E3%8
2%A2%E3%82%A6%E3%83%88%E3%81%95
%E3%81%9B%E3%82%8B%E3%81%AB%E3
%81%AF%E3%81%A9%E3%81%86%E3%81
%99%E3%82%8C%E3%81%B0%E3%82%88%
E3%81%84%E3%81%A7%E3%81%99%E3%8
1%8B

ⅹⅵ	TAKIGENによれば、防塵6級とは「じんあ
いの侵入があってはならない。」をクリアし
ていることを表す。また、防塵5級とは、「じ
んあいの侵入を完全に防止することはできな
いが、電気機器の所定の動作及び安全性を阻
害する量のじんあいの侵入があってはならな
い。」をクリアしていることを意味する。

	 https://www.takigen.co.jp/tech/ip.html
ⅹⅶ	TAKIGENによれば、防水4級は「あらゆる

方向からの水の飛まつによっても有害な影響
を及ぼしてはならない。」、防水5級は「あら
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ゆる方向からのノズルによる噴流水によって
も有害な影響を及ぼしてはならない。」、防水
7級は「規定の圧力および時間で外郭を一時
的に水中に沈めたとき、有害な影響を生じる
量の水の浸入があってはならない。」をそれ
ぞれクリアしていることを意味する。

	 https://www.takigen.co.jp/tech/ip.html
ⅹⅷ	新型コロナ支援策として、端末の無償提供を

実施している。https://prtimes.jp/main/
html/rd/p/000000005.000035042.html

ⅹⅸ	東京都では、1,337人の感染を確認している。
また、翌日には、東京都が緊急事態宣言の発
出を政府に要請することも検討と報道され
た。https://www3.nhk.or.jp/news/special/
coronavirus/chronology/

ⅹⅹ	本調査では、令和元年度　東京都公立学校一
覧を使用した。https://www.kyoiku.metro.
tokyo.lg.jp/administration/statistics_and_
research/list_of_public_school/school_
lists2019.html

ⅹⅹⅰ	「東京都における小中学校施設の現状」は、
東京都に確認したところ一般販売はしていな
いことが分かった。この内容について都民等
が閲覧するためには、都庁3Fの都民情報ルー
ムまたは都立図書館で閲覧可能であることが
案内された。

ⅹⅹⅱ	B社web　法人管理コンソールでできること
による。https://corp.mamosearch.jp/

ⅹⅹⅲ	設問には「※Twitter, Facebook, Instagram, 
Tiktokは13歳以上」と例示されている。

ⅹⅹⅳ	報告書に対する報道発表資料の中にクロス集
計されている。本調査対象は、小学生（1 ～
3 年生）の保護者（区部 350 名、市町村部
150名）及び小学生（4 ～ 6年生）の保護者（区
部350名、市町村部150名）の合計1000名
に調査している。しかしながら、「小学生の
約1割は年齢制限のあるSNSを使用している」
の分析は、スマートフォンを利用している児
童（n=447）を対象にしており、この児童ら
に対するクロス集計結果による。https://

www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/
press/2020/04/06/02.html




